
(単位：千円）

資 産 の 部 16,760,384 負 債 の 部 6,408,692

流 動 資 産 11,181,397 流 動 負 債 3,618,058

現 金 及 び 預 金 157,230 支 払 手 形 166,461

グ ル ー プ 内 預 入 金 5,945,012 買 掛 金 2,238,583

受 取 手 形 26,544 短 期 借 入 金 2,040

売 掛 金 2,998,832 未 払 金 369,214

商 品 及 び 製 品 524,351 未 払 費 用 242,280

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 559,130 未 払 法 人 税 等 7,463

仕 掛 品 571,027 未 払 消 費 税 56,525

リ ー ス 投 資 資 産 33,201 前 受 金 89

前 払 費 用 7,335 預 り 金 54,121

繰 延 税 金 資 産 261,917 賞 与 引 当 金 462,137

未 収 還 付 法 人 税 等 16,681 役 員 賞 与 引 当 金 19,140

そ の 他 80,132 固 定 負 債 2,790,634

退 職 給 付 引 当 金 2,778,524

固 定 資 産 5,578,986 長 期 預 り 金 10,000

有 形 固 定 資 産 4,230,466 そ の 他 固 定 負 債 2,110

建 物 2,583,948

構 築 物 39,721 純 資 産 の 部 10,351,691

機 械 装 置 428,359 株  主  資  本 10,302,223

車 輛 運 搬 具 546 資 本 金 327,220

工 具 器 具 備 品 142,080 資 本 剰 余 金 5,007,688

土 地 702,476 資 本 準 備 金 5,555

建 設 仮 勘 定 323,756 そ の 他 資 本 剰 余 金 5,002,133

一 括 償 却 資 産 9,578 利 益 剰 余 金 4,967,315

無 形 固 定 資 産 62,383 利 益 準 備 金 76,250

電 話 加 入 権 7,316 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,891,065

商 標 権 247 別 途 積 立 金 4,049,967

ソ フ ト ウ ェ ア 54,819 繰 越 利 益 剰 余 金 841,097

1,286,136 （うち当期純損失） ( 361,887)

投 資 有 価 証 券 157,568 49,468

関 係 会 社 株 式 2,000 その他有価証券評価差額金 49,468

長 期 前 払 費 用 10,630

繰 延 税 金 資 産 1,050,831

そ の 他 99,525

貸 倒 引 当 金 △ 34,420

合    計 16,760,384 合    計 16,760,384

（注）　単位未満の端数は切捨て表示をしている。

評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 そ の 他 の 資 産

貸　　借 　対 　照 　表
(平成２５年３月３１日現在)

科　　　目 科　　　目金　　　額 金　　　額



1 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）　資産の評価基準及び評価方法
ａ  有価証券の評価基準及び評価方法
（ａ）  時価のあるもの

  当事業年度末日の市場価格等に基づく時価法によっている。
  （評価差額は全部純資産直入法によって処理している）

（ｂ）  時価のないもの
  移動平均法による原価法によっている。

ｂ   棚卸資産の評価基準及び評価方法
（ａ）  量産品は総平均法による原価法によっている。
（ｂ）  個別受注品は個別法による原価法によっている。
（ｃ）  計器修理品は売価還元法による原価法によっている。
       なお、原価法については、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定している。

（２）　固定資産の減価償却の方法
ａ  有形固定資産

   定率法。但し平成10年4月以降取得の建物は定額法によっている。

ｂ   無形固定資産
   定額法によっている。

（３）　引当金の計上基準
ａ  貸倒引当金

   売掛債権等の貸倒れ損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

ｂ   賞与引当金
  従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

ｃ  役員賞与引当金
  役員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上している。

ｄ   退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上している。
   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額をそれぞれの翌事業年度から費用処理することとしている。
（追加情報）
　   当事業年度より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更している。
　 　この変更は、平成24年1月1日付で合併を実施したことに伴う従業員数の増加により、退職給付債務の
　金額の重要性が増したため、その算定の精度を高め、退職給付費用の期間損益計算をより適正化する
  ために行うものである。
　 　この変更に伴い、退職給付債務について計算した簡便法と原則法の差額 514百万円を合併関連費用
  （退職給付会計変更差額）として特別損失に計上している。

（４）　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
   　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

個　別　注　記　表
    平成２４年　４月　１日　から
    平成２５年　３月３１日　まで


